
デジタル・ガバメントの推進 （大船渡市）
（ＲＰＡ活用業務の総量調査と段階的な導入）

効果

今後進むデジタル・ガバメント への取組など

業務を取り巻く環境の変化を見極めつつ

導入効果や汎用性が期待できるものから順次ＲＰＡ化

生産性の向上

「ふるさと納税業務」「窓口業務における手数料調定の自動化」⇒約70％の作業時間の削減

ＲＰＡ活用業務の総量調査を実施
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一部業務や行政手続きにおいて、ＲＰＡやＡＩ－ＯＣＲを活用し庁内のデジタル化を推進してい
る。

子育て手続き業務に活用して業務時間を33％削減（240時間 → 160時間）し、削減した時間で
他の業務を推進

アンケート集計業務やシステム入力業務等に活用して業務時間を43％削減し、削減した他の業
務を推進
（497時間 → 283時間）

令和２年度に実証実験を実施
全庁的な利用、業務時間の削減が見込まれたことから、今年度本格導入

行政手続きや各業務においてデジタル化を推進していくために、自治体単独で複数のシステムを
導入することは財政的に困難である。共通プラットフォームの活用や自治体情報セキュリティ強
靭化に対応した共同システムの構築が必要である。
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RPAによる業務プロセスの自動化（奥州市）

課題

取組

成果

平成30年度に行ったRPA導入検討ワーキンググループによる検証作業の実績を基に、業務プロセスにおける判断基準が
複雑ではなく導入が容易であると判断した６業務について、RPAを活用した業務プロセスの自動化を実施。
【導入業務】①個人番号カード申請受付及び個人番号カード発送業務 ②ふるさと納税応援メッセージのメール返信業
務 ③特別徴収異動届出書の入力業務 ④特別徴収異動入力チェック用エビデンス取得 ⑤経路・料金の検索業務
⑥ポータルサイト申込情報入力業務

厳しい財政状況や少子高齢化社会が進む中、地方公共団体の職員数は毎年減少している一方、業務範囲は広がり、業務量は減らないと
いう状況があるため、業務量を可能な限り減らし、その結果生まれた時間的余裕をどこかで投入できる仕組みを現場レベルで作っていくためにも、
RPAを積極的に活用して、業務の自動化・省力化を図り、少ない人数でも効率的に事務を処理する体制を構築する必要があった。

例）個人番号カード申請受付及び個人番号カード発送業務
（個人番号カードの申請時来庁方式を積極的に活用するにあたり、申請時に住民記録システムによる対象者検索を行い、発送管理簿へ転記
を行う。また、地方公共団体情報システム機構（J-LIS）から送付された個人番号カードを申請者に送付する際に、カード発行一覧にカード受
領日情報などを追記する業務）

RPA化により入力ミスが減少、転記作業等単純作業のRPA化により、市民サービスへの集中、システムへの二重登録解消等業務フローの改善

②検索①受付 ③コピー ④貼付 ⑤取得
⑥印刷・発

送

Ｒ
Ｐ
Ａ
導
入

②検索
①受付

③コピー ④貼付 ⑤取得 ⑥印刷・発
送

【導入前】職員が管理簿へ転記、住民記録システムからのデー
タ取得を実施

【導入後】各管理簿への転記処理及び住民記録システムから
のデータ取得を自動化（年間約100時間削減）

整理 検索・振分 入力・登録 宛名取得 出力 整理

検索・振分 入力・登録 宛名取得

出力RPAによる実行

R１補助事業概要Ａ－３



テレワーク環境整備事業

事業概要

目的：

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止対策として、在宅勤務等のテ
レワークを実施するため、高いセキュリティを維持したテレワーク環境を
整備し、感染拡大が発生した場合でも業務継続できる環境を整備する。

効果：

新型コロナウイルス感染症の感染拡大期に、必要に応じて職員にテレ
ワークを実施することにより、職場内における職員の感染リスクを低減さ
せることができる。

山 田 町
令和３年５月12日

内容：

環境整備（ノートPC15台購入）＜機器整備、導入作業＞

テレワーク用回線費（初期費用、月額費用）

事業スケジュール

４月・・・発注、契約事務等

５月～７月・・・端末OS設定、ネットワーク設定、回線設定等

７月・・・納品、運用開始
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デジタル社会の構築について 盛岡市

窓口受付システムキャッシュレス決済システム

概要
窓口に自動受付システムを導入し，３密回
避とともに，サービスの向上を図る

導入時期 令和３年３月～

導入部署 市民登録課

内容

番号発券機から番号札を取得した時点で，
各手続きの待ち人数を把握

市ホームページで，混雑情報を把握可能

番号呼出は操作機の音声システムを活用

概要
証明書の交付手数料に，キャッシュレス決済を導入
し，現金の受渡しによる感染を防止するとともに，
利便性向上を図る

実施時期 令和３年４月～

導入部署 市民登録課

内容

住民票の写しや戸籍に関する証明書，印鑑登録証明
書などの交付手数料が対象

クレジットカードや交通系電子マネーなどが利用可
能

今後，スマートフォンのＱＲコード決済に対応

窓口のデジタル化により感染予防と利便性向上を両立

発券機 と呼出し表示

キャッシュレス
決済端末

新型コロナウイルス感染症対策としての感染機会を削減するとともに，利用者サービスの向上を図るため，本庁舎１階窓口に２つ
のシステムを導入。キャッシュレス決済については，利用状況を確認しながら今後の行政手続きのオンライン化の検討に合わせて
拡大を検討。
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オンライン申請システムの導入
（ 一 関 市 ）

○ 国では、令和２年12月に【自治体ＤＸ推進計画】を策定
○ これまで自治体のデジタル化といえば「効率化、コスト削減」が主眼だったが、今般策定した計画では、「住民の利便性向
上」に重きを置き、『デジタルの活用により、一人ひとりのニーズに合ったサービスを選ぶことができ、多様な幸せが実現でき
る社会の構築と誰一人取り残さない、人に優しいデジタル化』を目指すべきデジタル社会のビジョンとして示している。

○ これらのことから、計画で示された自治体が取り組むべき重点取組事項の６項目のうち、「行政手続きのオンライン化」に取
り組むものとして、オンライン申請システムの導入を予定しているもの。

１ 概 要

２ 今後の対応

① パソコンだけではなく、スマートフォンやタブレットから様々な行政サービスの
申請ができるよう、住民が使いやすく、利便性が高まるシステムの導入に取り組む
必要があると考えているところ。

② ホームページ上に自分が必要としている手続きのリストが表示され、質問にひと
つひとつ回答すると『必要な手続きは何か』『手続きに必要な書類や持ち物は何
か』、さらにはそのたどり着いたホームページの先から、オンライン申請に進むこ
とが可能。

③ マイナンバーカードを持っている方は本人確認がマイナンバーカードをかざすこ
とで認識されるため、本人情報の入力が省略できるとともに、住民票や印鑑証明な
どの料金がかかる手続きはクレジットカード決済が可能となることから、従来の定
額小為替の送付は不要となるもの。

すでに導入している自治体では150種類の行政手続きをオンライン申請にしている
市もあります。一般的な住民票や戸籍、印鑑証明、税証明に限らず、庁内の様々な
業務で採用することが可能なシステムであることから、当市においても多くの業務
でオンライン申請が可能となるよう全庁をあげて検討を進め、取り組んでいきたい
と考えております。

３ 課 題

○ 庁内業務の効率化につなげてい
くための検討を、関連する部・課
の連携により進めていく仕組みを
確実に構築すること

○ 職員へ行政事務のデジタル技術
の活用について意識改革を図って
いくこと
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岩手町における行政情報化の推進について
１ 高度無線環境整備推進事業（光ファイバ）

岩手町情報化の将来像を踏まえ、情報化基盤の整備の加速化を図るため、民設民営方式（ＮＴＴ東日本）により、令和３年度
中に岩手町内全世帯に光ファイバを整備するものです。

―高度無線環境整備推進事業の実施イメージ ―

２ 高度無線環境整備推進事業（光ファイバ）

令和元年度に策定した「岩手町地域情報化計画」に基づき、岩
手町地域情報化推進委員会を令和３年３月に設置しました。町
職員の他、外部からの有識者や関係企業からも助言や協力をいた
だきながら、町の情報化施策の推進に取り組んでいきます。
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❶地区公民館の地域イントラ整備及び
ネットワーク環境の強化
❷web会議システムの整備
❸フリーWi-Fiの環境整備
❹分散勤務先の端末整備

〇地区公民館における基幹系システ
ムのネットワーク環境の構築
⇒地区公民館での日常業務の執行

〇地区公民館（避難所）の機能強化
…分散勤務・災害時等に向けた情報
ネットワークの環境整備
〇場所（本庁舎・地区公民館）を問
わない会議・打合せの実施
〇有事の際のWi-Fi利用による情報収
集
〇分散勤務の端末の固定化
⇒端末移動の省力

公共施設の情報ネットワーク環境整備（拡充・強化）
住田町
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旧遠野のエリア（小
友町を除く）は、
HFC方式で伝送路が
老朽化

●光ケーブル整備：

約550Km
●宅内等機器整備：

7,300戸

遠野ケーブルテレビＦＴＴＨ化整備事業の概要

□ 市内全域に、総延長約760kmのケーブルテレビ伝送路を有する。
うち550km(旧遠野エリア)は、ＨＦＣ(同軸ケーブル)方式のため光化が急務

□ 市内全域の光化により強固なデジタル基盤の構築が必要

【 背 景 】

□ 伝送路の張替え（同軸ケーブル⇒光ファイバケーブル）
・光ファイバケーブル整備延長550㎞

⇒ 市内全域に高速大容量通信環境を整備

□ 遠野テレビ加入者宅内設備の光化対応機器への更新
・一般住宅6,800世帯、事業所500所の宅内設備をデジタル化
・全加入者宅にWi-Fiルータを整備

⇒ 全加入者宅にインターネット設備を整備
⇒ 災害等の非常時には、情報収集手段としてWi-Fiルータを開放

□ 強靭な通信環境の構築
・伝送路の冗長（多重）化及び指定避難所等に光ファイバを整備

⇒ 災害時でも寸断せず、避難先でも情報取得が可能な環境を構築
市内全地域光化により

デジタル通信環境が構築される

【 事業概要 】

【 事業費 】

総事業費 33億3,900万円
・高度無線環境整備事業 897百万円 ・地方創生臨時交付金 925百万円 ・過疎対策事業債 1,002百万円
・「新たな日常」の定着に向けたケーブルテレビ光化による耐災害性強化事業 515百万円
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（矢巾町）
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○地域活性化起業人制度【総務省】

・三大都市圏に在る企業から一定期間、社員を受入れ、そのノウハウや見地

を生かし、地域独自の魅力や価値の向上等につながる業務に従事して

もらう制度

・派遣元企業に対する負担金など、起業人の受入に要する経費は特別

交付税措置

○派遣元企業／氏名：ソフトバンク㈱／鈴木 清志氏

○釜石市における配置先：総務企画部総務課

○派遣期間：令和2年8月～ 令和４年3月

地域活性化起業人制度を活用した

企業人材の受入れについて【釜石市】
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地域おこし起業人による庁内業務DX推進ついて

○コアミッション

・庁内DXを市役所職員として、内部から企画立案

・庁内DXとは『 職員の負担を低減しつつ、市民サービス向上 』

○取組内容

・庁内業務の調査・分析や庁内共通システム導入を伴う基本計画策定

を行う

・庁内の業務改革による人的資源の有効活用及びデータ利活用による

政策への貢献

○取組成果

・庁内の業務分析、可視化及び改善提案

・庁内DXのビジョン策定、企画提案

・庁内DXの基本計画策定に伴う公募の実施
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「宮古市デジタル戦略推進基本計画」（令和３年度～６年度（４年間））

宮古市デジタル戦略推進本部
（本部長：市長）

市民サービス
向上部会

庁内運営
戦略部会

ＷＧ ＷＧ ＷＧ ＷＧ ＷＧ ＷＧ

１．市民サービスの向上 ２．庁内運営の効率化

①行政手続きのオンライン化
②マイナンバーカードの普及
③デジタルデバイドの解消
④ＡＩ等サービスの導入
⑤オープンデータの推進
⑥キャッシュレス決済の導入

R3.5.12県・市町村トップミーティング デジタル社会の構築について

①情報システムの標準化・共通化・クラウド化
②ＩＣＴを活用した業務改善
③行政事務のデジタル化
④テレワーク等の新たな働き方の推進
⑤デジタル社会に対応するための人材育成

○推進目標
デジタル技術を活用し、市民一人ひとりが安全で安心して
気軽に行政サービスを利用できるようにするとともに、
行政事務の簡素化、効率化の実現を図る。

○経 過 令和２年11月：宮古市デジタル戦略推進本部を設置→令和３年４月：宮古市デジタル戦略推進基本計画を策定
→今年度：アクションプランを策定し、具体的な事業に着手していく。

○推進項目

○推進体制

※ＷＧ：
ワーキング
グループ

◎「デジタル推進アドバイザー」による助言
・派 遣 元：ＮＴＴ東日本㈱ １名
・委嘱期間：令和３年４月１日～令和４年３月31日
・業務頻度：週１日程度の訪問又はリモート対応

※内閣府の「地方創生人材支援制度」のうち「民間専門人材
（うちデジタル分野）」の派遣を受けるもの

サーモンランドみやこ
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